予算要求資料
平成２９年度当初予算　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：県産材流通対策費
	事業名　新ヒノキ材需要拡大促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　林政部　県産材流通課　加工流通係　電話番号：058-272-1111（内3013）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11545@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　18,000千円（前年度予算額：0千円）

＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	18,000
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,000

	決定額
	10,000
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・本県のヒノキ蓄積量は、全国２位であるのに対して、素材生産量は６位であり、ヒノキのさらなる需要拡大が望まれている。

・ヒノキ材の需要は、住宅向けの内装材、合板、下地材等に活用が広がっているが、需要の中心である柱材の需要は減少している。

・これらの状況に対応するため、本県の柱材中心の加工・流通体制を見直し、住宅の内装材や下地材等の加工・流通体制の強化、大型建築物等への部材供給、新用途の開発を進めることが必要である。

・また、川下対策としては、ヒノキの人気が高い中京圏において、住宅建設の支援やＰＲの推進を図り、外材との競合に打ち勝つことが必要である。
（２）事業内容
①ヒノキ加工・流通体制の整備　6,000千円(国費)

「スマート林業・木材産業」の構築に向け、ＧＩＳ等ＩＣＴの活用による効率の良い木材生産と地域内でのカスケード利用を推進する。
・システム構築及びシステム運用実証調査　6,000千円
【林業成長産業化地域創出モデル事業】

②構造躯体モデル作成・保管・運搬等　8,000千円（任意）
　　　　　県産材製品をより効果的にＰＲするため、県産材住宅の実物モデル（構造躯体モデル）を製作し、展示会等にて活用する。
③ヒノキ製品販路拡大活動支援　4,000千円（国費）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【林業成長産業化地域創出モデル事業】

ヒノキ製品のマーケティングを推進する「ヒノキ並材販路拡大戦略（仮称）」を構築するため、次の取り組みを木材関係団体等に委託して実施する。

・展示会への出展等による需要側（工務店、ユーザーなど）へのＰＲとニーズ調査

・需要先への訪問、ＤＭ等による情報収集、分析

・製品の評価（性能、デザイン、その他）と製品へのフィードバック

・Webカタログ等による情報発信　等
　　　　

（３）県負担・補助率の考え方
県（１０/１０）
（４）類似事業の有無
　　　　無
３　事業費の積算内訳
（千円）
	費目
	金額
	事業内容

	委託料
	18,000 
	・「スマート林業・木材産業」を推進するシステム構築と実証
・構造躯体モデル作成等
・展示会出展、販路拡大活動支援等

	合　計
	18,000 
	


	　決定額の考え方　

　構造躯体モデル作成・保管・運搬等については、事業効果が不明確であることから、計上を見送ります。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　　第三期岐阜県森林づくり基本計画（H29～H33年度）における「国内外への県産材需要拡大プロジェクト」に位置づけられる予定。

（２）国・他県の状況

　　　　平成29年度の国新規事業を活用する。（先行事例なし）
（３）後年度の財政負担
　　　　平成30年度以降も継続予定
（４）事業主体及びその妥当性
県：県内のヒノキ生産地域を一体的に支援する仕組みを作るため、県自ら実施することが妥当である。 
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	県内産ヒノキの柱材中心の加工・流通体制を見直し、一般住宅の内装材や下地材等の加工・流通体制の強化、大型建築物等への部材供給、新用途の開発を進める


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ヒノキ素材生産量
	㎥
126千
（H27）
	㎥

	㎥

	㎥
126千
（H27）
	㎥
240千

（H33）
	52.5％



（前年度の取組）

	・住宅関連展示会出展
　名古屋：平成28年6月25,26日、10月14～16日

　　東　京：平成28年10月26～28日、平成29年2月3～5日
・他都県との連携による展示会出展
　　名古屋：平成28年11月29、30日（愛知県、長野県との連携）
　　東　京：平成29年1月19、20日（東京都、長野県ほか16都道府県が参加）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　愛知県、岐阜県及び首都圏へのヒノキ材等の広域認証材のＰＲができた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	県内のヒノキ生産地域が一体となって取り組むため、県が関与する必要がある。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

－

	事業着手前である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	愛知県並びに東京都と連携することにより、展示会施設の利用や集客等について効率化が図られる。


（今後の課題）

	　ヒノキ需要について、銘柄材「東濃桧」のブランド強化とともに、一般材の需要拡大を一層推進する必要がある。



（次年度の方向性）
	東京オリンピック・パラリンピック関連施設での利用も見据えているため、岐阜県産ヒノキの知名度向上に向けた積極的なＰＲ活動を実施する。



